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【要旨】　欧州では「欧州データ戦略（A European Strategy for data）」において分野別に「データスペース（Data 

Space）」を構築する方向性が示されていた．ヘルスデータは GDPR（General Data Protection Regulation）におい

て「特別な種類の個人データ」に設定され，通常の個人データより取扱いが制限されているが，2022 年 5 月 3 日，

欧州委員会は「欧州ヘルスデータスペース（European Health Data Space: EHDS）」に関する法案を公表した．

GDPR ではヘルスデータの取扱いについて考え方や法的根拠が加盟国でバラバラになり，特に研究利用において

混乱をきたしていたとされる．EHDS の導入は，この混乱を解決し，ヘルスデータの一次利用，二次利用ともに

推進して，医療の質向上，制度設計，政策決定，産業振興などに繫げることを目的とするとされる．本稿では欧

州におけるヘルスデータの一次利用，二次利用の動向について概要を述べる．

【キーワード】　ヘルスデータ　　　一次利用　　　二次利用　　　EHDS　　　GDPR

【Abstract】 In Europe, health data is set as a “special type of personal data” under the GDPR, and health data handling 

is more restricted than that of ordinary personal data.　On May 3, 2022, the European Commission published “the 

European Health Data Space” bill. Under the GDPR, the approach and legal basis for the handling of health data differed 

among member states, which was said to have caused confusion, especially when it came to research use.　The 

introduction of EHDS is said to be aimed at resolving the related issues and promoting both primary and secondary use 

of health data to improve the quality of health care, policy design, policy decision makings, industrial promotion, and so 

on.　This paper provides an overview of trends in primary and secondary use of health data in Europe.
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1.　はじめに

欧州連合（EU）では個人データの保護を目的と
した「欧州連合一般データ保護規則（EU General 

Data Protection Regulation : GDPR）」 が 2016 年 5

月 24日に施行され，2018年 5月 25日から適用が
開始された．GDPRは個人データやプライバシーの

保護に関して，EUデータ保護指令より厳格に規定
し，EUデータ保護指令が EU加盟国による法制化
を要するのに対し，GDPRは EU加盟国に同一に直
接効力を持つ1．

GDPRにおいてヘルスデータ（Health Data）2は「特
別な種類の個人データ（special categories of person-

al data）」に設定され，通常の個人データより取扱
いが制限されている．他方，2022年 5月 3日，欧
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州委員会は欧州でのヘルスデータの利用や共有など
を安全，有益に行うための「欧州ヘルスデータスペー
ス（European Health Data Space : EHDS）」に関す
る法案を公表した．GDPRでは欧州のヘルスデータ
の取扱いについて，考え方や法的根拠が加盟国でバ
ラバラになりヘルスデータの一次利用だけでなく，
二次利用，特に研究利用において大きな混乱をきた
していたとされ，EHDSの導入は，この混乱を解決
し，一次利用はもちろん，二次利用も強力に推進し
て，医療の質の向上，行政による制度設計，政策決
定，産業振興などに繫げることを目的とするとされ
る．
本稿では，EHDSを中心として，欧州におけるヘ
ルスデータの一次利用，二次利用の動向について概
観したい．

2.　欧州連合一般データ保護規則（EU 
General Data Protection Regula- 
tion : GDPR）

GDPRは，EU域内の個人データの EU域外への
移転について規定しており，EU域内から域外へ個
人データを移転するには，十分な個人データ保護の
保障（欧州委員会が，データ移転先の国が十分なレ
ベルの個人データ保護を保障していることを決定），
BCR（Binding Corporate Rules : 拘束的企業準則）
の締結（企業グループで 1つの規定を策定し，デー
タ移転元の管轄監督機関が承認），SCC（Standard 

Contractual Clauses : 標準契約条項）の締結（デー
タ移転元とデータ移転先との間で，欧州委員会が認
めたひな形条項による契約の締結）等，一定の条件
を満たす必要がある．GDPRは，EU域内の事業者
だけでなく EU域外の事業者にも適用されることか
ら，国内においても各組織・企業等の業務への影響
等について，注意喚起がなされてきたが，日本は
2019年 1月 23日，欧州委員会が十分なレベルの個
人データ保護を保障している旨を決定し，民間事業
者に関しては EUから日本への個人データの移転は
SCCの保護措置を取らなくとも，個人情報保護委
員会の十分性認定補完的ルールを順守することで可
能となっている3,4．

医療分野においては遺伝に係るデータ，生体情報
を含むヘルスデータは加盟国内での柔軟な運用がで
きるよう設計されており，加盟国法により GDPR

に付加的な条件を付ける，あるいは制限できる条文
となっている（GDPR第 9条「特別な種類の個人デー
タ（special categories of personal data）の取扱い」
第 4項）．なお，臨床治験に関しては EUの Clinical 

Trial Regulation（EU-CTR）が 2022年 1月 31日に
施行されており，EU-CTRと GDPRの境界の解釈
について「EU-CTRと GDPRの相互関係に係る
Q&A （2019年 2月欧州委員会・保健・食品安全総局）」
が出され，臨床試験で収集される被験者のデータの
取扱いについて EU-CTRと GDPRの 2つの法律か
ら説明がなされている5．

3.　 欧 州 ヘ ル ス デ ー タ ス ペ ー ス 規 則 案
（EHDS）

「欧州ヘルスデータスペース（European Health 

Data Space : EHDS）法案」はヘルスデータの一次
利用と二次利用にわたり，大きなインパクトがある
動きとして，日本をはじめ欧州以外の国々でも研究
者や業界の高い関心を集めている．国内では一般社
団法人 次世代基盤政策研究所 NFIにおいて EHDS

の欧州調査特別WG が設置されている．

3.1.　欧州ヘルスデータスペースの考え方

欧州では「欧州データ戦略（European Strategy 

for data）」において分野別に「データスペース（Data 

Space）」を構築するという方向性が示されていた6．
その中で，EHDSのメリットは以下のように説明さ
れている．

「人々は自分の国で，また国境を越えて，自
身のヘルスデータを管理できる．EHDSにより，
人々は電子形式のデータに無料で容易にアクセ
スできるようになる．これらのデータを加盟国
内および加盟国間の医療専門職と容易に共有
し，医療提供を改善することができる．市民は
自分のデータを完全に管理することができ，情
報の追加，誤ったデータの修正，他者のアクセ
スの制限，自分のデータがどのように，またど
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のような目的で使用されているかについての情
報を得ることができ，研究，イノベーション，
政策立案のためのヘルスデータの利用を向上さ
せる．」

EHDSに関する国民の意見として，EHDS提案に
関する公開協議 23（The open public consultation 

23）7では，回答者の 88% は，自分自身のヘルスデー
タに対するコントロールを促進する必要があると考
えている．これにはヘルスデータへのアクセスや電
子形式でのヘルスデータの送信が含まれる．回答者
の 84% は，自分のヘルスデータを電子形式で他の
医療専門職または組織に送信する権利を持つべきで
あるとしている．82%は公的医療提供者に対し，
自身が選択した他の医療提供者／組織と電子的にヘ
ルスデータを共有することを要求する権利を持つべ
きであるとし，回答者の 83%は，欧州ヘルスデー
タスペースは国境を超えて市民への医療提供を容易
にすべきと回答している．

3.2.　一次利用と二次利用の推進

EHDSは一次利用（primary use of data）だけでな
く，二次利用（secondary use of data）も推進すると
されている．一次利用のためのインフラストラク
チャーとして MyHealth@EUが，二次利用のため
のインフラストラクチャーとして HealthData@EU

が創設される．EHDSの全体概要は次のように説明
されている8．

人々は国内で・国境を超えて自身のヘルスデータに
対するコントロールを有すること
・ EHDS により，人々は電子データに無料ですぐに，
容易にアクセスできるようになる．これらのデー
タを加盟国内および加盟国全体の他の医療専門職
と容易に共有でき，医療提供を向上させることが
できる．国民は自分のデータを完全に管理できる
ようになり，情報の追加，間違ったデータの修正，
他者のアクセス制限，データの使用方法や目的に
関する情報の入手が可能になる．
・ 加盟国は，患者サマリー，電子処方箋，画像と画
像レポート，検査結果，退院時報告が欧州の共通
形式で発行され受理されることを保証する．

・ 相互運用性とセキュリティは必須要件になる．
EHRシステムのメーカーは，これらの基準への
準拠を証明することが求められる．
・ 国民の権利が確実に保護されるように，すべての
加盟国は「デジタルヘルス当局（digital health au-

thorities）」を任命する必要がある．デジタルヘル
ス当局は，患者が国境を越えてデータを共有でき
るように国境を越えたデジタルインフラストラク
チャであるMyHealth@EUに参加する．

研究・イノベーション・政策立案のためのヘルスデー
タの活用性を高めること
・ 研究，イノベーション，公衆衛生，政策立案，規
制目的でヘルスデータを使用するための強力な法
的枠組みを構築する．厳しい条件の下で，研究者，
イノベーター，公的機関，産業界は，救命治療法，
ワクチン，医療機器を開発し，医療へのより良い
アクセスと，より弾力性ある医療体制（resilient 

health system）を確保するために不可欠の大量の高
品質ヘルスデータにアクセスできるようになる．
・ 研究者，企業，機関によるデータへのアクセスには，
すべての加盟国に設立される「ヘルスデータアク
セス機関（a health data access body）」からの許可が
必要となる．アクセスは，要求されたデータがク
ローズドな安全な環境で，個人の識別を明らかに
することなく，特定の目的に使用される場合にの
み許可される．有害な製品やサービスの設計，保
険料の値上げなど国民に不利益をもたらす意思決
定にデータを使用することは固く禁じられる．
・ ヘルスデータアクセス機関は，国境を越えたプロ
ジェクトをサポートするために設立される二次利
用のための新たな分散型 EUインフラストラク
チャーである HealthData@EU に接続される．

3.3.　ヘルスデータの二次利用のための枠組み

すべての加盟国はヘルスデータアクセス機関を設
置し，データ二次利用のための新たな分散型 EUイ
ンフラストラクチャー 「HealthData@EU」に参加す
る必要がある．HealthData@EUは EU4Healthプロ
ジェクトで 2022年に試験的に導入されている．
（EHDS提案　SECTION 3　Data Permit for the Sec-
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ondary Use of Electronic Health Data.）

ヘルスデータアクセス機関
加盟国は電子ヘルスデータの二次利用のためのヘ
ルスデータへのアクセス許可を担当する 1つ以上の
ヘルスデータアクセス機関（新規の公共部門機関を
設立するか既存の公共部門機関または規定された条
件を満たす公共部門機関の内部サービス）を指定す
る．加盟国が複数のヘルスデータアクセス機関を指
定する場合は，他のヘルスデータアクセス機関との
要請を調整する 1つのヘルスデータアクセス機関を
指定する．ヘルスデータアクセス機関は，データ利
用者がデータアクセス申請書に示した処理目的に関
連し，かつデータ許可に沿って要求された電子ヘル
スデータへのアクセスのみを提供する．当該データ
でデータ利用者の処理目的を達成できる場合には，
匿名化データ（anonymised data）を提供する．匿名
化されたデータではデータ利用者の処理目的を達成
できない場合は，ヘルスデータアクセス機関は電子
ヘルスデータへのアクセスを仮名化形式（pseud-

onymised format）で提供しなければならない．仮
名化データの再識別に必要な情報は，ヘルスデータ
アクセス機関にのみ提供される．データ利用者は，
仮名化形式で提供された電子ヘルスデータを再識別
してはならない．データ利用者が，ヘルスデータア
クセス機関による仮名化のための措置を尊重しない
場合，適切な罰則が適用される．
なお，正確さに欠けるが，anonymized dataは，
およそ個人を再識別することができないデータで，
pseudonymized dataは個人識別子を本人とわからな
い仮名で置き換えたデータである．前者が日本の個
人情報保護法における「匿名加工情報10」，後者が「仮
名加工情報11」に相当すると考えられる．

Anonymization，pseudonymizationとも複数の ISO

規格で用語が定義されているが説明文は，それぞれ
であり，前者は例えば ISO/IEC 29100 : 2011では「個
人識別情報を，直接的または間接的に特定できない
ように，不可逆的に変更するプロセス」，後者は
ISO/TR 18638 : 2017では「個人識別情報に適用さ
れ，識別情報をエイリアス (仮名 )に置き換えるプ
ロセス」と定義されている．

ヘルスデータアクセス機関への許可申請
二次利用の希望者は，ヘルスデータアクセス機関
に許可申請する必要がある．データ許可は，データ
がどのように使用され，いかなる目的で使用される
かを規定する．データは，サイバーセキュリティの
明確な基準を備えたヘルスデータアクセス機関が提
供する閉鎖された安全な環境でのみアクセスでき処
理できる．データを個人に不利な決定を下すこと，
保険料を引き上げること，医療専門職や患者に医療
製品を販売すること，有害な製品やサービスを設計
することに利用することは禁止されている．データ
利用者は利用の結果を公表し，個人の健康に関連す
るいかなる重要な知見も，ヘルスデータアクセス機
関に通知しなければならない．第三国の研究者やイ
ノベーターは，EU 域内の研究者やイノベーターと
同じ条件及び要件の下で，二次利用のためにデータ
にアクセスできる．

3.　各国におけるデジタルヘルスの動向と
EHDS

欧州では eHealthという用語がアカデミアでも広
く使われてきているが，デジタルヘルスという用語
は医療保険，保険償還，個人医療カードなど政策と
結びついて統一的に用いられている．デジタルヘル
ス政策で，患者が自身の電子ヘルス記録を参照でき
る，任意で診療情報を電子記録に登録して医療者と
共有できるなど，患者と医療者の情報共有，診療情
報と個人のヘルス記録の一体化が進められている．
以下ではイタリア，ドイツ，フランスの例を簡単に
見てみてみたい．

3.1.　イタリア

イタリアは医療へのアクセスの普遍性，平等性，
公平性の原則に基づいて国民保健サービス（National 

Health Service : NHS）によるユニバーサルヘルスケ
アが実現されている．中央政府の保健省は医療制度
やケアの提供基準（国全体で標準として保証される
必須支援レベル）を定め，現場の医療サービス提供
は 21の地方行政区（図 1）の責務となっている．
地方行政区はそれぞれケアへのアクセスのための政
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策を策定する．医療は NHS病院，地域の医療施設
により提供される他，NHSが認可した民間機関に
よって提供される．デジタルヘルスについては，立
法規制構造，組織モデル，福祉戦略が地区ごとに異
なり，各地区の自律性が重要な障壁となっていると
されるが，近年イタリア保健省は EUレベルと国家
レベルの両方でデジタルヘルス開発を目的としたイ
ニシアティブの推進者，実施機関，管理者としての
役割を果たしているとされる．

電子医療記録（Fascicolo Sanitario Elettronico : FSE）
イタリアの電子医療記録（Fascicolo Sanitario 

Elettronico : FSE）は，患者に関する一連のデジタ
ルヘルス及びソーシャルヘルスのデータと文書であ
り，イタリア NHSの外部で提供されるサービスも
参照する．市民が自分の全履歴を追跡して参照し医
療専門職と共有し，より効果的，効率的なサービス
を確保できるようにするためのツールである．FSE

を構成するすべての情報と文書は相互運用可能であ
り，患者の居住地域だけでなく国の領土全体での相
談を可能とし，医療専門職が文書にアクセスし，患
者は自由に治療を選択したり，情報を共有できる．
緊急時には医療専門職は迅速にアクセスし，介入し
て結果を保証するために必要なすべてのことを知る
ことができる．義務化された最小限の部分（患者識

別および管理的データ，救急処置報告，退院通知書，
患者サマリー ，薬剤関係文書，臓器・組織提供の
同意または拒否）と，オプショナルで病院が作成す
る文書のデジタル化プロセスの成熟度や地域の機関
の選択に依存する補足文書がある．
なお，ここで述べた FSEの機能は，以下の法令
により定められたものと考えられる．

参考法令
・ 首相令 2015年 9月 29日 No. 178  「電子医療記録
に関する規制」
・ 2022 年 5 月 18 日法令「電子医療記録の文書を構
成する必須データの統合」
・ 2022 年 5 月 20 日政令「電子医療記録の実施に関
するガイドラインの採択」

https://www.fascicolosanitario.gov.it/it/cosa-contiene

図 2はイタリアデジタル庁（AgID）の Electronic 

Health Record のモニタリングサイトである．

3.2.　ドイツ

ドイツは国民皆保険制度で，国民の約 9割が法定
健康保険 SHI （The Statutory Health Insurance）に加
入し，約 1割は民間健康保険に加入している．法定
健康保険の保険者は「疾病金庫（Krankenkasse）」
とよばれる連邦，州及び地方自治体から独立した公
法人である．ドイツの公的健康保険に加入している
国民は，法定健康保険医協会に加盟している医師を
受診することができる．2015年 1月，ドイツでは
「E-Health法（ヘルス分野における安全なデジタル
通信とアプリケーションに関する法律）」の法案が
提出された．ドイツ連邦保健省は，保険者と医療機
関が投資して設立した Gematiks（ドイツデジタル
医療庁 : National Agency for Digital Medicine）に，
医療情報基盤や電子健康保険証（eGK : Die elek-

tronische Gesundheitskarte）などを開発させた．

電子患者記録 ePA （elektronische Patientenakte）
2021年 1月以降，電子患者記録 ePA （elektronische 

Patientenakte）の導入が進められており，2023 年
には実装が完了する予定とされている．ePAは健康

図 1
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保険でサポートされ，2021 年から法定健康保険会
社は，スマートフォンやタブレットのアプリを介し
て SHIに加入している患者に ePAの提供を開始し
ている．被保険者には通常，アプリとして無料提供
され，患者は自身のスマートフォンやタブレットな
どにインストールできる．ePAは患者の同意があれ
ば，患者の同意の範囲内で，患者データを 1 つの仮
想的な場所に一元的に保存することを目的としてい
る．ePAを作成するかどうかは患者の任意である．
ePAへのアクセスは，患者がアクセス権を与えた医

師，他の医療従事者のみ可能である．アクセスの許
可には時間制限も設定できる．ePA には DiGA 

（Digital Health Applications/apps）を通じて収集され
た投薬記録とデータも含まれるようになる．

ePAに入力できる情報
本人からは，すでに持っている自身の医療記録，
日々の記録 （痛み，血圧，血糖値，など） ，その他
のデータ （フィットネス・トラッカーなどからのも
の）など．本人が承認した医師や病院からは所見，

図 2　電子医療記録（Fascicolo sanitario elettronico :  FSE） のモニタリングとダッシュボード
 地図の深い緑は文書（ドシエ）サービスの 100% 実施地域を，最も明るい色は 0% 実施の地域を表す．イタリア

デジタル庁（Agency for Digital Italy）ウェブサイトより．
 https://www.fascicolosanitario.gov.it/it　（英語表示，参照 2023-8-1）
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診断，医師の手紙，検査レポート，治療計画，など．
さらに，電子投薬計画，救急データ（アレルギー，
不耐症，定期的服用薬など緊急時に重要な情報），
リビングウィルなどである．

3.3.　フランス

フランスでは，2016年 10月にフランスの国家 

eHealth戦略が発表され，デジタルツール開発のた
めの 7億 5000万ユーロを含む 20 億ユーロ（約
3033億 5200万円）の投資計画が発表された．2019

年 12月前身機関の ASIP Santé（保健省所管の特殊
法人で eHealthの推進組織）から移行して，フラン
ス国家デジタルヘルス庁（ANS）が設立された．「医
療システムの組織と変革に関する法第 2019-774号」
（2019月 7月 24日公布）は，特に「マイヘルス
2022」戦略を反映したもので，医療データプラット
フォーム，各ユーザのためのデジタルヘルススペー
スの開設，テレヘルスの開発などが挙げられている．

DMP （Dossier Médical Personnel） と DP（Dossier 

Pharmaceutique）
2004年，国の医療情報連携基盤として DMP 

（Dossier Médical Personnel）が構築された．DMP

は患者が自身の医療情報の参照や医師と共有したい
情報を登録し，医療者は他の医療者と患者に関する
診療情報を共有できるようにすることを目的とした
システムで，2011年稼働を開始した．あまり普及
が進まなかったが，2016年，DMPは国民健康保険
基金に委託され，DMPを開設する医師には金銭的
インセンティブが導入され，その結果 DMPの普及
は加速し，健康保険に加入するすべてのフランス居
住者向け電子医療記録として全国的に継続されるこ
となった．DP （Dossier Pharmaceutique）はフラン
スの薬局における処方データを共有するシステム
で，2011年にサービスが開始された．過去 4か月
の処方データが蓄積され，薬剤師間で共有し，重複
処方等の確認ができ，薬の飲み合わせ等によるリス
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図 3　My Health Space への情報フィード
　　　https://esante.gouv.fr/strategie-nationale/mon-espace-sante
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クを回避できるとされている．DMPに比べて多く
の国民に利用されているとされる．

Mon Espace Santé （My Health Space）
「Mon Espace Santé （My Health Space）」は誰もが
毎日の保健医療の主体になれる新しい安全なサービ
スで，医療専門家と同様，患者はすべての重要な医
療文書をMy Health Spaceに保管でき，完全なセキュ
リティのもと医療専門職と安全なメッセージングで
通信し，記録を管理できる．My Health Spaceが開
始し，2021年 7月 1日以降は新規の DMPは作成さ
れず，それまでに作成された DMPは（患者が反対
しない限り）患者のMy Health Spaceプロファイル
に自動的に表示されることとなった．子供の健康状
態を監視できるようにするオプションがあり，これ
を有効にすると子供のプロフィールは My Health 

Spaceサービスに直接リンクされる．My Health 

Spaceへの情報提供の考え方を図 3に示す．
・ 患者は自分の医療プロフィールを記入し，経過
観察に役立つと思われる文書や情報を追加す
る．
・ 医療専門家，社会的および医療社会的機関およ
び組織は，実施されたケアと検査に関連する文
書を提出する．
・ 健康保険は，有料治療の履歴と新型コロナウイ
ルスワクチン接種証明書を自動的に支払う．

4.　欧州規制領域における研究データ利活
用の動向

DARWIN EU® （Data Analysis and Real World Inter-

rogation Network）は，欧州医薬品庁（EMA），欧
州医薬品規制ネットワーク，EU全体の医療データ
ベースから，ワクチンを含めて人が使用する医薬品
の使用，安全性，有効性に関するタイムリーで信頼
できるエビデンスを提供するための調整センターで
ある．疾患，集団，医薬品の使用と有効性に関する
実世界のエビデンスをヨーロッパ全土から提供する
もので，欧州医薬品規制ネットワークの EMA およ
び各国規制当局は，医薬品のライフサイクル全体で
必要なときにいつでもこれらのデータを使用できる

こととされている．DARWIN EU は以下を可能とす
る．
・ 医薬品規制に使用するための観察データソースの
カタログの確立・拡張
・ 医薬品の使用，安全性，有効性に関する高品質で
検証済みの実世界データのソースの提供
・ 科学的プロトコルの開発，関連するデータソース
の調査，研究結果の解釈と報告など，高品質で介
入のない研究を実施することによる特定の問題へ
の対処
DARWIN EU を介した分散データアクセスを可能
にする承認されたヘルスケアデータベースの範囲
は，時間経過とともに進化し，拡大するとしている．

DAWIN EUと EHDS

DARWIN EU は，欧州医薬品規制ネットワークを
EHDSに接続する．規制当局と意思決定者のニーズ
とユースケースが DARWIN EUの開発を促進する
一方で，DARWIN EUは EHDSの開発とヘルスデー
タの二次利用に関する欧州の原則「欧州ヘルスデー
タスペースに向けて」を実現するための共同行動に
も貢献している．DARWIN EUは，EHDSの初期の
フラグシップ「パスファインダー」として機能し，
データ保護要件を完全に遵守しながら，ヨーロッパ
全体でのヘルスケアの提供，政策立案，研究に使用
するヘルスケア データの交換を可能にしていくと
される．EMAは DARWIN EUの開発，立ち上げ，
維持において中心的な役割を果たし，戦略的方向性
を示し基準を設定する．調整センターを監督し，そ
のパフォーマンスを監視する．サービスプロバイ
ダーは，DARWIN EU®調整センターとして機能し，
ネットワークのセットアップと日常業務の管理を担
当する．2021年 6月に公開されたサービスプロバ
イダーの入札公募により，調整統括センターのコン
トラクタを選定し，エラスムス大学医療センター
ロッテルダムに決定した．

5.　おわりに

本稿では欧州ヘルスデータスペース（European 

Health Data Space : EHDS）について概観した．加
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盟国内，加盟国間にわたるヘルスデータの一次利用，
二次利用における課題を包括的に取り上げたもの
で，欧州連合全体としての方向性を示すものである．
そこで示される課題は，国内で共通する部分も多く，
課題解決に向けての EHDSの方策は，デジタルヘ
ルスを推進する各国に影響を及ぼすところが大きい
と考えられる．本稿での記載は正確性を欠くところ
があり得るため，詳しくは直接原文にてご確認いた
だければ幸いである．
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